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1. マンホール付き止水壁モデルの三次元解析及び設計計算：常時

1.1 解析モデル 

モデル範囲は，止水壁から 3D（D＝5.0m）離れた範囲とし，岩盤のモデル範囲は 35ｍ×35m×35

ｍの立方体とした（図 1.1-1）。解析において，図 1.1-1 に示す対称面における対称条件を利用し，

1/2 モデルとした。 

止水壁形状は，計測データを反映し，厚さ方向に 13 分割とし，マンホール（鉄板厚さ 22ｍｍ），

水切り板（鉄板厚さ 12ｍｍ）および配管の開口もモデル化した（図 1.1-2，図 1.1-3）。マンホー

ル付き止水壁モデルの要素数は 24,570 で，節点数は 27,336 であった。 

各角度から見たモデルを図 1.1-4～図 1.1-8 に示す。 
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１）前面から斜視 

２）背面から斜視 

図 1.1-1 岩盤のモデルおよび範囲 

35ｍ 

35ｍ 

17.5ｍ 

解析上の対称面 
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１）前面から斜視 

２）背面から斜視 

図 1.1-2 マンホール付き止水壁のモデル（その１） 
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１）前面 

２）背面 

図 1.1-3 マンホール付き止水壁のモデル（その２） 



5 

１）前面から直視 

２）背面から直視 

図 1.1-4 岩盤+止水壁のモデル 
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１）前面から斜視 

２）背面から斜視 

図 1.1-5 岩盤のモデル 
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１）前面から斜視 

２）背面から斜視 

図 1.1-6 岩盤と止水壁の位置関係（局部拡大） 

解析上の対称面 

9.5ｍ 

7.4m 
5.0ｍ 
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１）岩盤 

２）岩盤+止水壁 

図 1.1-7 岩盤+止水壁のモデル側面図（局部拡大） 
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１）前面から斜視 

２）背面から斜視 

図 1.1-8 マンホールのモデル化（水切り板考慮） 
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1.2 解析条件 

解析における境界条件は下記のとおり設定した。 

１）対称面：対称条件 

２）各面の法線方向＝固定；各面の切線方向＝自由 

初期応力状態については，解析モデルの上面に深さ 500ｍ相当の鉛直方向土圧ｐｖを加える。 

ｐｖ＝γ・ｈ＝2.62×9.8（kN/m3）×500（ｍ）＝12,838（kN/m2）＝12.838（MPa） 

また，坑道の縦断方向（解析モデルの X 軸方向）および横断方向（解析モデルの Z 軸方向）の

面における横拘束圧は下記のとおりとした。 

坑道縦断方向に平行する面：ｐL＝1.4ｐｖ＝1.4×12.838（MPa）＝17.973（MPa） 

坑道横断方向に平行する面：ｐT＝1.8ｐｖ＝1.8×12.838（MPa）＝23.108（MPa） 

解析ステップは，以下のとおりとした。 

１）坑道および切り欠き部の掘削（応力一括解放） 

２）止水壁の建設（マンホールおよび配管付き） 

３）止水壁背面に設計荷重（P＝5.1MPa）を載荷する 

材料構成則は，コンクリートを線形弾性とし，岩盤は弾塑性（Mohr-Coulomb）モデルとした。 

用いた材料定数は表 1.2-1～表 1.2-3 のとおりである。 

岩盤と止水壁の界面は，不連続体とし，接触定義を行う。平成 25 年度における止水壁にマンホ

ールおよび配管なしの場合の解析結果よると，止水壁と岩盤との界面に摩擦なしのケースの発生

応力がほかのケース（摩擦あり及び固着状態）より大きかったことがわかり，ここでは岩盤との界

面に摩擦なし（解析上摩擦係数μ＝0.1）とした。 

解析は，汎用非線形有限要素法解析プログラム ABAQUS を使用し，対称面における対称条件を用

いて行った。 
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表 1.2-1 岩盤の材料定数（ＭＩＺ１における平均値） 

適用 記号 単位 値 

弾性係数 Ｅ50 ＧＰａ 53.9 

ポアソン比 ν ― 0.265 

比重 ― 2.62 

粘着力 ｃ ＭＰａ 39.1 

内部摩擦角 φ 度 52.2 

一軸圧縮強度 σｃ ＭＰａ 173 

引張強度 σｔ ＭＰａ 6.48 

表 1.2-2 コンクリートの材料定数 

適用 記号 単位 値 

設計基準強度 σｃｋ ＭＰａ 50 

弾性係数 Ｅ ＧＰａ 33 

ポアソン比 ν ― 0.2 

単位体積重量 γ ｋＮ／ｍ３ 24.5 

表 1.2-3 マンホールの材料定数 

適用 記号 単位 値 

弾性係数 Ｅ GPa 200 

ポアソン比 ν ― 0.3 

単位体積重量 γ kN/m3 77.0 
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図 1.2-1 解析条件の説明 

35ｍ 

35ｍ 

17.5ｍ 

解析上の対称面 

pｖ 

pL＝1.8 pｖ 

pT＝1.4 pｖ 
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1.3 解析結果 

解析結果，応力分布を図 1.3-1～図 1.3-12 に示す。変位分布を図 1.3-13～図 1.3-15 に示す。 

止水壁の応力状態については，止水壁の開口部（マンホール）近傍で生じた最大主応力（プラ

スの値）の最大値，また最小主応力（マイナスの値）の最大値は，それぞれ 7.528MPa（図 1.3-3

参照），-8.476MPa（図 1.3-6 参照）であった。 
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１）前面 

２）背面 

図 1.3-1 最大主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：岩盤 

（変形後表示；変形倍率：500 倍）
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１）前面 

２）背面 

図 1.3-2 最大主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：岩盤+止水壁の局部 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 
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１）前面 

２）背面 

図 1.3-3 最大主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：止水壁 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 

7.528MPa 
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１）前面 

２）背面 

図 1.3-4 最小主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：岩盤 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 
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１）前面 

２）背面 

図 1.3-5 最小主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：岩盤+止水壁の局部 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 



- 19 - 

 

１）前面 

 

２）背面 

 

図 1.3-6 最小主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：止水壁 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 

-8.476MPa 
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１）前面 

２）背面 

図 1.3-7 垂直応力σxx（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：止水壁 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 



- 21 - 

１）前面 

２）背面 

図 1.3-8 垂直応力σyy（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：止水壁 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 
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１）前面 

２）背面 

図 1.3-9 垂直応力σzz（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：止水壁 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 
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１）前面 

２）背面 

図 1.3-10 止水壁のせん断応力τxy（単位＝ＭＰａ） 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 

-4.178MPa 



- 24 - 

１）前面 

２）背面 

図 1.3-11 止水壁のせん断応力τyz（単位＝ＭＰａ） 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 

6.730MPa 
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１）前面 

２）背面 

図 1.3-12 止水壁のせん断応力τzx（単位＝ＭＰａ） 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 

3.801MPa 
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図 1.3-13 変位（単位＝ｍｍ）：止水壁+岩盤 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 
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１）上部 

２）下部 

図 1.3-14 変位（単位＝ｍｍ）：止水壁+岩盤の局部出力 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 
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１）前面 

２）背面 

図 1.3-15 変位（単位＝ｍｍ）：マンホール 

（変形後表示；変形倍率：50倍） 
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1.4 三次元解析結果に基づく設計計算・照査 

1.4.1 曲げ設計計算・照査 

(1) 曲げ設計断面の選定 

止水壁の開口部（マンホール）付近の最大・最小主応力の分布を図 1.4-1（解析結果再掲）に

示す。ここでは，最大主応力が最大で補強が必要と思われる断面を曲げ設計断面①，その近傍の

断面を曲げ設計断面②として選定し，設計計算および照査を行う。 

 開口部付近の応力集中は，解析モデルのメッシュサイズに依存すると言われる。今回の解析モ

デルにおいて，開口部近傍の要素のサイズは，半径方向が 150mm 程度であり，ここでは，設計応

力分布計算として，660mm 範囲（半径方向 4 個の要素分）における平均値を用いた。計算した結

果を図 1.4-2 に示す。ここで，曲げ設計断面①における垂直応力の分布は，概ね直線となってお

り，最大・最小主応力の最大値もカバーできている。また，曲げ設計断面②の応力分布を図 1.4-3

に示す。 



- 30 - 

１）最大主応力 

２）最小主応力 

図 1.4-1 止水壁の曲げ設計断面における最大・最小主応力 

（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ） 

（解析結果再掲） 

曲げ設計断面① 

7.528MPa 

曲げ設計断面② 

-8.476MPa 

曲げ設計断面① 

曲げ設計断面② 



- 31 - 

図 1.4-2 曲げ設計断面①における応力分布 

図 1.4-3 曲げ設計断面②における応力分布 

設計断面①における応力分布
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(2) 曲げ設計計算・照査 

止水壁の設計計算および照査は，土木学会「コンクリート標準示方書【設計編】（2012 年制

定）」に基づいて，性能照査型設計法により行う。ここでは，表 1.4-1 に示す安全係数を用いて

使用状態の設計を行う。 

 設計計算は下記のとおり行った。 

(a) 曲げ設計断面①について 

1) 設計断面力の算出

 図 1.4-2 の結果より，設計断面における引垂直応力を用い，引張応力度σt，圧縮応力度σc を

それぞれ 4.795MPa，8.105MPa とし，直線分布と仮定し，下記のように部材厚 1.588m で単位幅 1

ｍ当たりの断面力，すなわち軸力 Nおよび曲げモーメント Mを算出した。 

σt＝N/A−M/Z 

σc ＝N/A+M/Z 

ここでは： σt＝−4.795MPa（設計計算上，引張応力＝「－」） 

  σc ＝+8.105MPa（設計計算上，圧縮応力＝「＋」） 

  A＝1000 mm×1588mm=1.588×106mm2

Z＝1/6×1000 mm×15882mm2=4.203×108mm3 

よって：  −4.795＝N/1.588×106−M/4.203×108

+8.105＝N/1.588×106+M/4.203×108

上記の連立方程式を解くと， 

M＝2.711×109(Nmm)＝2711kNm 

N＝2.628×105(N)＝2628kN 

2) RC 断面計算による断面照査（使用限界状態）

 表 1.4-2 曲げ設計断面①のＲＣ断面計算の入力条件に示す単位幅（１ｍ）当たりの RC 断面計

算を行う。 

 止水壁の開口部（マンホール）近傍の補強鉄筋は 45°方向に D32＠150（材質 SD345）とし，鉛

直方向に投影した配筋間隔＝150×√2＝212.1mm となるため，ここでは，設計上 D32＠212（材質

SD345）として計算した。引張鉄筋を２段して，その間隔を 150mm とした。また，かぶりは 150mm

とした。 

計算の結果を表 1.4-3 曲げ設計断面①の使用限界に対する照査結果に示す。 

曲げひび割れに対する照査結果は下記の通りである。 

ひび割れ幅設計値ｗ１＝0.0427cm＝0.427ｍｍ＜ｗａ＝0.5ｍｍ 

（＝min(0.005×150ｍｍ，0.5mm)）OK 

（ｗ１/ｗａ＝0.854＜1.0） 

なお，曲げひび割れに関する照査の詳細は【資料-1】に参照されたい。 

圧縮応力度に対する照査の結果は下記の通りである。 

コンクリート圧縮応力度(全断面有効)σc1＝12.198MPa＜σcａ＝20MPa（＝0.4fck’） OK 

（σc1/σca＝0.610＜1.0）（fck’＝σck＝50MPa） 

ここで，σca＝0.4fck’の設定は，コンクリート標準示方書（2012 年制定）[設計編：本編]10

章 使用性に関する照査“10.2 応力度の制限”に準拠して設定した。 
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(b) 曲げ設計断面②について 

1) 設計断面力の算出

 図 1.4-3 曲げ設計断面②における応力分布の結果より，設計断面における引垂直応力を用い，

引張応力度σt，圧縮応力度σcをそれぞれ 2.844MPa，7.156MPa とし，直線分布と仮定し，下記の

ように部材厚 1.760m で単位幅 1ｍ当たりの断面力，すなわち軸力 Nおよび曲げモーメント Mを算

出した。 

σt＝N/A−M/Z 

σc ＝N/A+M/Z 

ここでは： σt＝−2.844MPa（設計計算上，引張応力＝「－」） 

  σc ＝+7.156MPa（設計計算上，圧縮応力＝「＋」） 

  A＝1000 mm×1760mm=1.760×106mm2

Z＝1/6×1000 mm×17602mm2=5.163×108mm3 

よって：  −2.844＝N/1.760×106−M/5.163×108

+7.156 ＝N/1.760×106+M/5.163×108

上記の連立方程式を解くと， 

M＝2.581×109(Nmm)＝2581kNm 

N＝3.795×105(N)＝3795kN 

2) RC 断面計算による断面照査（使用限界状態）

表 1.4-4 に示す単位幅（１ｍ）当たりの RC 断面計算を行う。 

ここでは，設計上 D16＠300（材質 SD345）として計算した。また，かぶりは 75mm とした。 

計算の結果を表 1.4-5 に示す。 

曲げひび割れに対する照査結果は下記の通りである。 

ひび割れ幅設計値ｗ１＝0.0252cm＝0.252ｍｍ＜ｗａ＝0.375ｍｍ 

（＝min(0.005×75ｍｍ，0.5mm)）OK 

（ｗ１/ｗａ＝0.672＜1.0） 

なお，曲げひび割れに関する照査の詳細は【資料-1】に参照されたい。 

圧縮応力度に対する照査の結果は下記の通りである。 

コンクリート圧縮応力度(全断面有効)σc1＝11.223MPa＜σcａ＝20MPa（＝0.4fck’） OK 

（σc1/σca＝0.561＜1.0）（fck’＝σck＝50MPa） 

ここで，σca＝0.4fck’の設定は，コンクリート標準示方書（2012 年制定）[設計編：本編]10

章 使用性に関する照査“10.2 応力度の制限”に準拠して設定した。 
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表 1.4-1 安全係数 

材料係数 

 c

部材係数 

 b

構造解析 

係数 

 a 

荷重係数 

（永久） 

 
fp

荷重係数 

（変動） 

 
fr

構造物 

係数 

 i

安全性 

（断面破壊） 
 1.3  1.1  1.0  1.0  1.0  1.2 

使用性 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 
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表 1.4-2 曲げ設計断面①のＲＣ断面計算の入力条件 

表 1.4-3 曲げ設計断面①の使用限界に対する照査結果 
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表 1.4-4 曲げ設計断面②のＲＣ断面計算の入力条件 

表 1.4-5 曲げ設計断面②の使用限界に対する照査結果 
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1.4.2 せん断設計計算・照査 

せん断照査位置を図 1.4-4 せん断照査断面位置に示す。ここでは，マンホール付近の断面（照

査断面①），その近傍の断面（照査断面②），および支点付近でせん断応力成分τyz が大きかった

断面（照査断面③）に対して，それぞれせん断照査を行う。 

(1) 照査断面①について 

当該照査断面は，開口部近傍にあるため，面部材の押抜きせん断照査を行う。 

まず作用せん断力 S は，τxy，τxzを用いてそれぞれの幅 1000mm 当たりのせん断力 Sxy，Sxzを

算出し，S＝(Sxy
2+Sxz

2)1/2とする。 

計算の結果，Sxy＝1482.2kN，Sxz＝1194.8kN となり，S＝1903.8kN となった。 

次に，面部材としての設計押抜きせん断耐力を計算する。「土木学会 2012 年制定 コンクリー

ト標準示方書【設計編】」2.4.3.3（p187～p188）に基づき，幅 1ｍ当たりの設計押抜きせん断耐

力 Vpcdは下記のように算出される。 

Vpcd＝βd・βp・βr・fpcd・up・d/γb＝7536.1(kN) 

ここに， 

βd＝min（1.5，（1000/d）1/4）＝min（1.5，0.929）＝0.929 

（有効高さ d＝1568-(150-150/2)＝1343mm） 

βp＝min（1.5，（100pv）
1/3）＝min（1.5，0.823）＝0.823 

（引張鉄筋比 pv＝As/（bw・d）＝2×7.942×100×(1000/212.1)/（1000×1343）＝0.5575％） 

bw＝1000mm（部材幅） 

fpcd＝min（1.2，0.20・fcd'
1/2）＝min（1.2，1.414）＝1.20(MPa) 

（コンクリート設計圧縮強度 fcd'＝50MPa） 

βr＝1+1/(1+0.25u/d)＝1+1/(1+0.25×2651.5/1343)＝1.670 

載荷面の周長 u＝π×φ＝π×844mm＝2651.5mm 

照査断面の周長 up＝π×(φ+d/2)＝π×(844+1343/2)＝4761mm 

γb＝1.3 

以上より，設計押抜きせん断耐力を持って照査すると 

S/Vpcd＝1903.8/7536.1＝0.253＜1.0（判定 OK） 
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(2) 照査断面②について 

作用せん断力 Sは，τxy，τxzを用いてそれぞれの幅 1ｍ当たりのせん断力 Sxy，Sxzを算出し，S

＝(Sxy
2+Sxz

2)1/2とする。 

計算の結果，Sxy＝223.4kN，Sxz＝328.9kN となり，S＝397.6kN となった。 

せん断に対する照査については，標準示方書に基づいて行う。ここでは，せん断スパンは止水

壁中央部分高さの半分で a＝5000mm/2=2500mm となり，部材の有効高さは当該照査断面にて d＝

1674mm-75mm＝1599mm で，a/d＝2500/1599＝1.56＜2.5 となるため，ディープビームとしてせん断

耐力を算出する（添付資料-2 2)）式（2.4.9）参照）。 

幅 1ｍ当たりのせん断耐力は下記のようになる。 

Vdd＝βd・βp・βa・fdd・bw・d/γb＝1282.5(kN) 

ここに， 

βd＝min（1.5，（1000/d）1/4）＝min（1.5，0.828）＝0.889 

（有効高さ d＝1674mm-75mm＝1599mm） 

βp＝min（1.5，[1+（100pv）
1/2]/2）＝min（1.5，0.601）＝0.601 

（引張鉄筋比 pv＝As/（bw・d）＝1.986×100×（1000/300）/（1000×1599）＝0.0414％） 

βa＝5/[1+（a/d）2]＝5/（1+(2500/1599)2）＝1.452 

bw＝1000mm（部材幅） 

fdd＝0.19・fcd'
1/2＝1.344(MPa) 

（コンクリート設計圧縮強度 fcd'＝50MPa） 

γb＝1.3 

照査の結果：S/Vdd＝397.6/1282.5＝0.310＜1.0（判定 OK） 
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(3) 照査断面③について 

作用せん断力 Sは，τxy，τxzを用いてそれぞれの幅 1ｍ当たりのせん断力 Sxy，Sxzを算出し，S

＝(Sxy
2+Sxz

2)1/2とする。 

計算の結果，Sxy＝1290.1kN，Sxz＝486.3N となり，S＝1378.8kN となった。 

せん断に対する照査については，標準示方書に基づいて行う。ここでは，せん断スパンは止水

壁中央部分高さの半分で a＝5000mm/2=2500mm となり，部材の有効高さは当該照査断面にて d＝

2200mm-75mm＝2125mm で，a/d＝2500/2125＝1.18＜2.5 となるため，ディープビームとしてせん断

耐力を算出する（添付資料-2 2)）式（2.4.9）参照）。 

幅 1ｍ当たりのせん断耐力は下記のようになる。 

Vdd＝βd・βp・βa・fdd・bw・d/γb＝2243.0(kN) 

ここに， 

βd＝min（1.5，（1000/d）1/4）＝min（1.5，0.828）＝0.828 

（有効高さ d＝2200mm-75mm＝2125mm） 

βp＝min（1.5，[1+（100pv）
1/2]/2）＝min（1.5，0.588）＝0.588 

（引張鉄筋比 pv＝As/（bw・d）＝1.986×100×（1000/300）/（1000×2125）＝0.0312％） 

βa＝5/[1+（a/d）2]＝5/（1+(2500/2125)2）＝2.097 

bw＝1000mm（部材幅） 

fdd＝0.19・fcd'
1/2＝1.344(MPa) 

（コンクリート設計圧縮強度 fcd'＝50MPa） 

γb＝1.3 

照査の結果：S/Vdd＝1378.8/2243.0＝0.615＜1.0（判定 OK）
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図 1.4-4 せん断照査断面位置 

せん断照査断面③ 

τyz=5.412MPa 

せん断照査断面① 

τxy=-4.178MPa 

せん断照査断面② 
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2. マンホール付き止水壁モデルの三次元解析及び設計計算：地震時（kh＝0.2）

2.1 解析条件 

設計水平震度 kh＝0.20 として解析行う。 

地震時の作用力は，岩盤，止水壁部分の慣性力のほか，水による動水圧も考慮する。動水圧は 

σE＝0.233×0.20＝0.047MPa となる。 

解析における境界条件および材料の構成則等は，常時の解析時と同じである。 

2.2 解析結果 

解析結果，応力分布を図 2.2-1～図 2.2-12 に示す。変位分布を図 2.2-13～図 2.2-15 に示す。 

止水壁の応力状態については，止水壁の開口部（マンホール）近傍に生じた最大主応力（プラ

スの値）の最大値，また最小主応力（マイナスの値）の最大値は，それぞれ 7.599MPa（図 2.2-3

参照），-8.565MPa（図 2.2-6 参照）であった。 
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１）前面 

２）背面 

図 2.2-1 最大主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：岩盤 

（変形後表示；変形倍率：500 倍）
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１）前面 

２）背面 

図 2.2-2 最大主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：岩盤+止水壁の局部 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 
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１）前面 

２）背面 

図 2.2-3 最大主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：止水壁 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 

7.599MPa 
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１）前面 

２）背面 

図 2.2-4 最小主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：岩盤 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 
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１）前面 

２）背面 

図 2.2-5 最小主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：岩盤+止水壁の局部 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 
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１）前面 

２）背面 

図 2.2-6 最小主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：止水壁 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 

-8.565MPa 
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１）前面 

２）背面 

図 2.2-7 垂直応力σxx（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：止水壁 

（変形後表示；変形倍率：500 倍 
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１）前面 

 

２）背面 

 

図 2.2-8 垂直応力σyy（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：止水壁 

（変形後表示；変形倍率：500 倍 
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１）前面 

２）背面 

図 2.2-9 垂直応力σzz（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：止水壁 

（変形後表示；変形倍率：500 倍 
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１）前面 

２）背面 

図 2.2-10 止水壁のせん断応力τxy（単位＝ＭＰａ） 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 

-4.216MPa 
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１）前面 

２）背面 

図 2.2-11 止水壁のせん断応力τyz（単位＝ＭＰａ） 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 

6.806MPa 
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１）前面 

２）背面 

図 2.2-12 止水壁のせん断応力τzx（単位＝ＭＰａ） 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 

3.849MPa 
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図 2.2-13 変位（単位＝ｍｍ）：止水壁+岩盤 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 



- 55 - 

１）上部 

２）下部 

図 2.2-14 変位（単位＝ｍｍ）：止水壁+岩盤の局部出力 

（変形後表示；変形倍率：500 倍） 
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１）前面 

２）背面 

図 2.2-15 変位（単位＝ｍｍ）：マンホール 

（変形後表示；変形倍率：50倍） 
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2.3 三次元解析結果に基づく設計計算 

2.3.1 曲げ設計計算・照査 

(1) 曲げ設計断面の選定 

止水壁の開口部（マンホール）付近の最大・最小主応力の分布を図 2.3-1（解析結果再掲）に

示す。ここでは，常時の設計照査と同様，最大主応力が最大で補強が必要と思われる断面を曲げ

設計断面①，その近傍の断面を曲げ設計断面②として選定し，設計計算および照査を行う。 

 開口部付近の応力集中は，解析モデルのメッシュサイズに依存すると言われている。今回の解

析モデルにおいて，開口部近傍の要素のサイズは，半径方向が 150mm 程度であり，ここでは，常

時の設計照査と同様，設計応力分布計算として，660mm 範囲（半径方向 4 個の要素分）での平均

値を用いた。計算した結果を図 2.3-2 に示す。図 2.3-2 によると，曲げ設計断面①における垂直

応力の分布は，概ね直線となっており，最大・最小主応力の最大値もカバーできている。また，

曲げ設計断面②の応力分布を図 2.3-3 に示す。 
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１）最大主応力 

２）最小主応力 

図 2.3-1 止水壁の曲げ設計断面における最大・最小主応力 

（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ） 

（解析結果再掲） 

曲げ設計断面① 

7.599MPa 

曲げ設計断面② 

-8.565MPa 

曲げ設計断面① 

曲げ設計断面② 
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図 2.3-2 曲げ設計断面①における応力分布 

図 2.3-3 曲げ設計断面②における応力分布 

設計断面①における応力分布
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(2) 曲げ設計計算・照査 

止水壁の設計計算および照査は，土木学会「コンクリート標準示方書【設計編】（2012 年制

定）」に基づいて，性能照査型設計法により行う。ここでは，表 2.3-1 安全係数に示す安全係数

を用いて終局状態の設計を行う。 

設計計算は下記の通り行った。 

(a) 曲げ設計断面①について 

1) 設計断面力の算出

 図 2.2-3 最大主応力（「＋」＝引張；単位＝ＭＰａ）：止水壁の結果より，設計断面における

引垂直応力を用い，引張応力度 σt，圧縮応力度 σcをそれぞれ 4.841MPa，8.191MPa とし，直線

分布と仮定し，下記のように部材厚 1.588m で単位幅 1ｍ当たりの断面力，すなわち軸力 Nおよび

曲げモーメント Mを算出した。 

σt＝N/A−M/Z 

σc ＝N/A+M/Z 

ここでは： σt＝−4.841MPa（設計計算上，引張応力＝「－」） 

  σc ＝+8.191MPa（設計計算上，圧縮応力＝「＋」） 

  A＝1000 mm×1588mm=1.588×106mm2

Z＝1/6×1000 mm×15882mm2=4.203×108mm3 

よって：  −4.841＝N/1.588×106−M/4.203×108

+8.191 ＝N/1.588×106+M/4.203×108

上記の連立方程式を解くと， 

M＝2.739×109(Nmm)＝2739kNm 

N＝2.660×105(N)＝2660kN 

2) RC 断面計算による断面照査（終局限界状態）

表 2.3-2 に示す単位幅（１ｍ）当たりの RC 断面計算を行う。 

鉄筋の配置は，常時設計計算時と同じである。 

計算の結果を表 2.3-3 に示す。 

設計終局曲げ耐力 Mud＝7842.8kNm 

設計曲げモーメント Md＝2739kNm 

構造物係数γi＝1.2 

照査の結果：γi・Md/Mud＝1.2×2739/7842.8＝0.419＜1.0（判定 OK） 
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(3) 曲げ設計断面②について 

(a) 設計断面力の算出 

 図 2.3-3 の結果より，設計断面における垂直応力を用い，引張応力度σt，圧縮応力度σcをそ

れぞれ 2.866MPa，7.230MPa とし，直線分布と仮定し，下記のように部材厚 1.760m で単位幅 1ｍ

当たりの断面力，すなわち軸力 Nおよび曲げモーメント Mを算出した。 

σt＝N/A−M/Z 

σc ＝N/A+M/Z 

ここでは： σt＝−2.866MPa（設計計算上，引張応力＝「－」） 

  σc ＝+7.230MPa（設計計算上，圧縮応力＝「＋」） 

  A＝1000 mm×1760mm=1.760×106mm2

Z＝1/6×1000 mm×17602mm2=5.163×108mm3 

よって：  −2.866＝N/1.760×106−M/5.163×108

+7.230＝N/1.760×106+M/5.163×108

上記の連立方程式を解くと， 

M＝2.606×109(Nmm)＝2606kNm 

N＝3.840×105(N)＝3840kN 

(b) RC 断面計算による断面照査（終局限界状態） 

表 2.3-4 に示す単位幅（１ｍ）当たりの RC 断面計算を行う。 

鉄筋の配置は，常時設計計算時と同じである。 

計算の結果を表 2.3-5 に示す。 

設計終局曲げ耐力 Mud＝8903.9kNm 

設計曲げモーメント Md＝2606kNm 

構造物係数γi＝1.2 

照査の結果：γi・Md/Mud＝1.2×2606/8903.9＝0.351＜1.0（判定 OK） 
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表 2.3-1 安全係数 

材料係数 

 c

部材係数 

 b

構造解析 

係数 

 a 

荷重係数 

（永久） 

 
fp

荷重係数 

（変動） 

 
fr

構造物 

係数 

 i

安全性 

（断面破壊） 1.3 1.1 1.0 1.0 1.0 1.2 

使用性 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 
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表 2.3-2 曲げ設計断面①のＲＣ断面計算の入力条件 

表 2.3-3 曲げ設計断面①の終局限界に対する照査結果 
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表 2.3-4 曲げ設計断面②のＲＣ断面計算の入力条件 

表 2.3-5 曲げ設計断面②の終局限界に対する照査結果 
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2.3.2 せん断設計計算・照査 

せん断照査位置を図 2.3-4 に示す。ここでは，常時と同様，マンホール付近の断面（照査断面

①），その近傍の断面（照査断面②），および支点付近でせん断応力成分τyzが大きかった断面（照

査断面③）に対して，それぞれせん断照査を行う。 

(1) 照査断面①について 

当該照査断面は，開口部近傍にあるため，面部材の押抜きせん断照査を行う。 

まず作用せん断力 S は，τxy，τxzを用いてそれぞれの幅 1000mm 当たりのせん断力 Sxy，Sxzを

算出し，S＝(Sxy
2+Sxz

2)1/2とする。 

計算の結果，Sxy＝1495.3kN，Sxz＝1207.5kN となり，S＝1922.0kN となった。 

 次に，面部材としての設計押抜きせん断耐力を計算する。「土木学会 2012 年制定 コンクリー

ト標準示方書【設計編】」2.4.3.3（p187～p188）に基づき，幅 1ｍ当たりの設計押抜きせん断耐

力 Vpcdは下記のように算出される。 

Vpcd＝βd・βp・βr・fpcd・up・d/γb＝7536.1(kN) 

ここに， 

βd＝min（1.5，（1000/d）1/4）＝min（1.5，0.929）＝0.929 

（有効高さ d＝1568-(150-150/2)＝1343mm） 

βp＝min（1.5，（100pv）
1/3）＝min（1.5，0.823）＝0.823 

（引張鉄筋比 pv＝As/（bw・d）＝2×7.942×100×(1000/212.1)/（1000×1343）＝0.5575％） 

bw＝1000mm（部材幅） 

fpcd＝min（1.2，0.20・fcd'
1/2）＝min（1.2，1.414）＝1.20(MPa) 

（コンクリート設計圧縮強度 fcd'＝50MPa） 

βr＝1+1/(1+0.25u/d)＝1+1/(1+0.25×2651.5/1343)＝1.670 

載荷面の周長 u＝π×φ＝π×844mm＝2651.5mm 

照査断面の周長 up＝π×(φ+d/2)＝π×(844+1343/2)＝4761mm 

γb＝1.3 

以上より，設計押抜きせん断耐力を持って照査すると 

γi・S/Vpcd＝1.2×1922.0/7536.1＝0.306＜1.0（判定 OK） 

ここでは，構造物係数γi＝1.2 とした。 
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(2) 照査断面②について 

作用せん断力 Sは，τxy，τxzを用いてそれぞれの幅 1ｍ当たりのせん断力 Sxy，Sxzを算出し，S

＝(Sxy
2+Sxz

2)1/2とする。 

計算の結果，Sxy＝225.7kN，Sxz＝332.4kN となり，S＝401.8kN となった。 

せん断に対する照査については，標準示方書に基づいて行う。ここでは，せん断スパンは止水

壁中央部分高さの半分で a＝5000mm/2=2500mm となり，部材の有効高さは当該照査断面にて d＝

1674mm-75mm＝1599mm で，a/d＝2500/1599＝1.56＜2.5 となるため，ディープビームとしてせん断

耐力を算出する（添付資料-2 2)）式（2.4.9）参照）。 

幅 1ｍ当たりのせん断耐力は下記のようになる。 

Vdd＝βd・βp・βa・fdd・bw・d/γb＝1282.5(kN) 

ここに， 

βd＝min（1.5，（1000/d）1/4）＝min（1.5，0.828）＝0.889 

（有効高さ d＝1674mm-75mm＝1599mm） 

βp＝min（1.5，[1+（100pv）
1/2]/2）＝min（1.5，0.601）＝0.601 

（引張鉄筋比 pv＝As/（bw・d）＝1.986×100×（1000/300）/（1000×1599）＝0.0414％） 

βa＝5/[1+（a/d）2]＝5/（1+(2500/1599)2）＝1.452 

bw＝1000mm（部材幅） 

fdd＝0.19・fcd'
1/2＝1.344(MPa) 

（コンクリート設計圧縮強度 fcd'＝50MPa） 

γb＝1.3 

照査の結果：γi・S/Vdd＝1.2×401.8/1282.5＝0.376＜1.0（判定 OK） 

ここでは，構造物係数γi＝1.2 とした。 
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(3) 照査断面③について 

作用せん断力 Sは，τxy，τxzを用いてそれぞれの幅 1ｍ当たりのせん断力 Sxy，Sxzを算出し，S

＝(Sxy
2+Sxz

2)1/2とする。 

計算の結果，Sxy＝1302.7kN，Sxz＝491.9kN となり，S＝1392.5kN となった。 

せん断に対する照査については，標準示方書に基づいて行う。ここでは，せん断スパンは止水

壁中央部分高さの半分で a＝5000mm/2=2500mm となり，部材の有効高さは当該照査断面にて d＝

2200mm-75mm＝2125mm で，a/d＝2500/2125＝1.18＜2.5 となるため，ディープビームとしてせん断

耐力を算出する（添付資料-2 2)）式（2.4.9）参照）。 

幅 1ｍ当たりのせん断耐力は下記のようになる。 

Vdd＝βd・βp・βa・fdd・bw・d/γb＝2243.0(kN) 

ここに， 

βd＝min（1.5，（1000/d）1/4）＝min（1.5，0.828）＝0.828 

（有効高さ d＝2200mm-75mm＝2125mm） 

βp＝min（1.5，[1+（100pv）
1/2]/2）＝min（1.5，0.588）＝0.588 

（引張鉄筋比 pv＝As/（bw・d）＝1.986×100×（1000/300）/（1000×2125）＝0.0312％） 

βa＝5/[1+（a/d）2]＝5/（1+(2500/2125)2）＝2.097 

bw＝1000mm（部材幅） 

fdd＝0.19・fcd'
1/2＝1.344(MPa) 

（コンクリート設計圧縮強度 fcd'＝50MPa） 

γb＝1.3 

照査の結果：γi・S/Vdd＝1.2×1392.5/2243.0＝0.745＜1.0（判定 OK） 

ここでは，構造物係数γi＝1.2 とした。 
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図 2.3-4 せん断照査断面位置 

せん断照査断面① 

τxy=-4.216MPa 

せん断照査断面② 

せん断照査断面③ 

τyz=5.474MPa 
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【資料-1】曲げひび割れ照査について 

コンクリート標準示方書（2012 年制定）に準拠して，曲げひび割れの照査を以下のように行う。 

1) 曲げひび割れ幅の計算

以下に示す示方書[設計編：標準]4 編“2.3.4 曲げひび割れ幅の設計応答値の算定”(p223)（2.3.3）

式で計算する。 

  

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
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
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
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
 または  

  ここに， 

ｋ1 ： 鋼材の付着性状の影響を表す係数で，一般に，異形鉄筋の場合に 1.0，普通丸鋼の場合

1.3 としてよい 

ｋ2 ： コンクリートの品質がひび割れ幅に及ぼす影響を表す定数で，次の式による。 

7.0
20

15
'2 



cf

k

ｋ3 ： 引張鋼材の影響を表す係数で，引張鋼材段数ｎを使用して以下の式により計算する。 
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)2(5
3






n

n
k

ｃ ： かぶり(mm) 

Cs ： 鋼材の中心間隔(mm) 

φ ： 鋼材径(mm) 

ε'csd： コンクリートの収縮およびクリープ等によるひび割れ幅の増加を考慮するための数値で，

標準的な値として同標準示方書表 2.3.1 に示す値としてよい。 

σse ： 鉄筋応力度の増加量（N/mm2） 

σpe ： PC 鋼材応力度の増加量（N/mm2） 

Es ：  鉄筋のヤング係数 

2) 鉄筋応力度の増加量

以下の仮定に基づいて，コンクリートおよび鉄筋の応力度を計算する。 

①維ひずみは，断面の中立軸からの距離に比例する。

②コンクリートおよび鉄筋は弾性体とする。

③コンクリートの引張応力は無視する。

④コンクリートおよび鉄筋のヤング係数は，入力値を用いる。

⑤軸方向力はコンクリート断面の図心に作用する。

⑥コンクリート断面は鉄筋を控除しない総断面を用いる。

3) 許容曲げひび割れ幅

コンクリート標準示方書（2012 年制定）[設計編：標準]2 編“2.1.2 ひび割れ幅に対する照査”

（p144）(2)に準拠して，許容ひび割れ幅 wa＝0.005ｃ（ｃはかぶり），ただし 0.5mm を上限とし

た。 
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【資料-2】：「土木学会 2012 年制定 コンクリート標準示方書【設計編】」抜粋 

１）【設計編：標準】「１編７章 面部材」（p122～ｐ125 より抜粋） 
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２）【設計編：標準】「３編 2章 断面破壊に対する照査」（p181～ｐ187 より抜粋） 
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３）【設計編：標準】「３編 2 章 断面破壊に対する照査」（p187～ｐ188 より抜粋） 


	空白ページ



